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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第38期 

第２四半期 
連結累計期間 

第39期 
第２四半期 

連結累計期間 
第38期 

会計期間 
自 平成24年12月１日
至 平成25年５月31日

自 平成25年12月１日 
至 平成26年５月31日 

自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日

売上高 （千円） 6,990,909  7,752,169 16,591,374

経常利益又は経常損失（△） （千円） 254,406  △41,704 547,789

当期純利益又は 

四半期純損失（△） 
（千円） △7,251  △49,222 75,542

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,124,457  257,519 1,607,692

純資産額 （千円） 9,930,392  9,918,836 9,710,723

総資産額 （千円） 16,664,053  17,188,340 16,764,346

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり四半期純損失金額（△） 
（円） △0.38  △2.87 4.11

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） －  － －

自己資本比率 （％） 59.0  57.0 57.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 1,352,198  492,934 2,069,109

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △15,153  △318,401 △104,522

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △822,403  361,076 △977,297

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（千円） 3,251,908  4,295,129 3,716,611
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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等（消費税および地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．第38期第２四半期連結累計期間および第39期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

回次 
第38期 

第２四半期 
連結会計期間 

第39期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成25年３月１日
至 平成25年５月31日

自 平成26年３月１日 
至 平成26年５月31日 

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △7.13  △5.40

２【事業の内容】
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当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(１）業績の状況 

当第２四半期連結累計期間（平成25年12月１日～平成26年５月31日）におけるわが国経済は、消費税引き上げに

伴う景気下振れ懸念等があったものの、政府等による経済政策や金融政策を背景に企業業績に改善の兆しが見ら

れ、景気は緩やかな回復基調であるものの、中国をはじめとする新興国経済の減速や円安による原材料価格や電気

料金の上昇リスクが残る等、依然として先行き不透明な状況で推移しました。 

このような市場環境の下、当社グループは、提案型営業力の強化や新たな販路獲得に努めてまいりました。 

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は7,752百万円（前年同四半期比10.9％増）、営業損益は17百万円

の損失（前年同四半期は36百万円の利益）、経常損益は41百万円の損失（前年同四半期は254百万円の利益）、四半

期純損益は49百万円の損失（前年同四半期は７百万円の損失）となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 商社事業 

商社事業につきましては、大型機械・機器の販売はほぼ前年並みで推移いたしましたが、３Ｄプリンタの

販売等が堅調に推移し売上高は増加いたしました。一方、セグメント利益は円安の影響による仕入コストの

上昇等により減少いたしました。 

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は4,493百万円（前年同四半期比8.9％増）、セグメント利

益は15百万円（前年同四半期比91.2％減）となりました。 

  

② プリフォーム事業 

プリフォーム事業につきましては、既存取引先への拡販や新たな販路獲得等によりプリフォーム等の販売

が好調に推移したことで売上高が増加し、材料価格上昇によるコスト増加要因を吸収したことにより赤字幅

が縮小いたしました。 

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は2,770百万円（前年同四半期比27.1％増）、セグメント損

失は５百万円（前年同四半期は51百万円の損失）となりました。 

  

③ その他の事業 

その他の事業につきましては、輸送用リサイクルプラスチックパレットの取扱い数量が低調に推移し売上

高は減少いたしましたが、前期に実施いたしました事業構造改革の効果により黒字転換いたしました。 

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は494百万円（前年同四半期比30.8％減）、セグメント利益

は56百万円（前年同四半期は16百万円の損失）となりました。 

   

（注）１．当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「３ 財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析（１）業績の状況」に記載した金額には消費税等は含まれておりません。 

２．「３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（１）業績の状況」のセグメントの業績

に記載している売上高は、セグメント間の内部取引を含んだ金額を記載しております。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(２）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べて578百万円増加し、4,295百万円となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は492百万円（前年同期は1,352百万円の獲得）となりました。これは主に減価償

却費505百万円等の非資金項目の調整に加え、売上債権の減少319百万円、たな卸資産の増加139百万円、仕入債務

の減少337百万円、前渡金の減少242百万円、前受金の増加115百万円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は318百万円（前年同期は15百万円の使用）となりました。これは主に、プリフォ

ーム事業の工場設備を主とする設備投資支出342百万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は361百万円（前年同期は822百万円の使用）となりました。これは主に、短期借

入金の純減少額58百万円、長期借入れによる収入898百万円、長期借入金の返済による支出380百万円、配当金の

支払額50百万円等によるものであります。 

  

(３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(４）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  40,000,000

計  40,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成26年５月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成26年７月15日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容 

普通株式  19,354,596  19,354,596
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

100株 

計  19,354,596  19,354,596 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株) 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金 
残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円) 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成26年３月１日～ 

平成26年５月31日 
 －  19,354,596  －  5,527,829  －  783,821
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（注）１．当社は自己株式2,207,847株（11.40％）を保有しておりますが、上記の大株主からは除いております。 

２．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）   557千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 529千株 

  

（６）【大株主の状況】

  平成26年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

竹内エムアンドティ株式会社 大阪府大阪市中央区上町１丁目28番３号  900  4.65

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号  557  2.88

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  529  2.73

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  505  2.61

由 利 和 久 神奈川県茅ヶ崎市  450  2.32

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号  401  2.07

株式会社アルミネ 大阪府大阪市西区阿波座２丁目３番24号  391  2.02

村 永 八 千 代 神奈川県藤沢市  387  1.99

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号  320  1.65

竹 内 正 明 大阪府大阪市中央区  247  1.27

計 －  4,690  24.24
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①【発行済株式】 

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれております。 

２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式47株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成26年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   2,207,800
― ― 

完全議決権株式（その他）(注)１ 普通株式  17,090,500  170,905 ― 

単元未満株式 (注)２ 普通株式      56,296 ― １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数  19,354,596 ― ― 

総株主の議決権 ―  170,905 ― 

  平成26年５月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 

の割合（％）

（自己保有株式） 

アルテック株式会社 
東京都中央区入船二丁目１番１号 2,207,800 ―  2,207,800 11.40

計 ― 2,207,800 ―  2,207,800 11.40

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年３月１日から平成

26年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年12月１日から平成26年５月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成26年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,716,611 4,195,589

受取手形及び売掛金 2,427,932 2,138,038

有価証券 － 99,540

商品及び製品 1,077,303 1,482,481

原材料及び貯蔵品 562,410 327,948

前渡金 488,137 248,651

その他 274,151 301,750

貸倒引当金 △454 △407

流動資産合計 8,546,093 8,793,592

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,982,237 1,977,768

機械装置及び運搬具（純額） 2,491,268 2,357,835

土地 55,308 55,308

リース資産（純額） 322,779 306,985

建設仮勘定 25,420 156,545

その他（純額） 675,072 744,537

有形固定資産合計 5,552,086 5,598,981

無形固定資産   

ソフトウエア 12,880 74,942

その他 561,268 559,016

無形固定資産合計 574,149 633,959

投資その他の資産   

投資有価証券 409,046 391,033

関係会社出資金 1,300,697 1,402,950

敷金及び保証金 231,999 225,491

繰延税金資産 22,897 28,483

その他 149,145 134,389

貸倒引当金 △21,769 △20,541

投資その他の資産合計 2,092,017 2,161,807

固定資産合計 8,218,253 8,394,748

資産合計 16,764,346 17,188,340
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成26年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,321,741 2,006,132

短期借入金 ※2  1,460,505 ※2  1,461,840

1年内償還予定の社債 36,000 36,000

未払費用 348,160 452,238

未払金 317,512 210,334

未払法人税等 42,272 20,930

前受金 699,955 818,224

リース債務 93,865 78,138

受注損失引当金 315 34

繰延税金負債 16,956 937

その他 52,961 48,476

流動負債合計 5,390,245 5,133,287

固定負債   

社債 94,000 76,000

長期借入金 ※2  1,187,101 ※2  1,689,234

繰延税金負債 141,902 137,764

リース債務 232,001 225,682

その他 8,371 7,534

固定負債合計 1,663,377 2,136,215

負債合計 7,053,623 7,269,503

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,527,829 5,527,829

資本剰余金 2,252,219 2,200,778

利益剰余金 1,812,201 1,762,979

自己株式 △922,916 △922,946

株主資本合計 8,669,334 8,568,641

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 66,224 56,465

繰延ヘッジ損益 11,766 △7,854

為替換算調整勘定 854,800 1,171,751

その他の包括利益累計額合計 932,791 1,220,362

少数株主持分 108,596 129,833

純資産合計 9,710,723 9,918,836

負債純資産合計 16,764,346 17,188,340
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年12月１日 

 至 平成26年５月31日) 

売上高 6,990,909 7,752,169

売上原価 5,617,702 6,373,916

売上総利益 1,373,207 1,378,252

販売費及び一般管理費 ※  1,336,257 ※  1,395,376

営業利益又は営業損失（△） 36,949 △17,123

営業外収益   

受取利息 5,173 5,070

受取配当金 3,315 3,789

為替差益 215,358 40,559

持分法による投資利益 36,463 －

その他 39,981 17,303

営業外収益合計 300,291 66,723

営業外費用   

支払利息 58,700 56,646

支払手数料 17,784 16,371

持分法による投資損失 － 5,087

その他 6,349 13,198

営業外費用合計 82,834 91,304

経常利益又は経常損失（△） 254,406 △41,704

特別利益   

固定資産売却益 3,877 34,554

保険解約返戻金 23,194 －

移転補償金 166,760 －

特別利益合計 193,832 34,554

特別損失   

固定資産売却損 49,331 1,809

固定資産除却損 39,041 －

事業構造改善費用 258,957 －

工場移転費用 47,762 －

その他 － 1,234

特別損失合計 395,092 3,044

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

53,146 △10,194

法人税、住民税及び事業税 31,381 26,526

法人税等調整額 25,091 △6,670

法人税等合計 56,472 19,856

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △3,325 △30,050

少数株主利益 3,925 19,171

四半期純損失（△） △7,251 △49,222
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年12月１日 
 至 平成26年５月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △3,325 △30,050

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 31,907 △9,759

繰延ヘッジ損益 9,695 △19,621

為替換算調整勘定 976,902 210,367

持分法適用会社に対する持分相当額 109,277 106,583

その他の包括利益合計 1,127,783 287,570

四半期包括利益 1,124,457 257,519

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,099,358 236,282

少数株主に係る四半期包括利益 25,099 21,236
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年12月１日 

 至 平成26年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

53,146 △10,194

減価償却費 485,383 505,682

有形固定資産除却損 39,041 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,352 △1,274

受取利息及び受取配当金 △8,488 △8,860

支払利息 58,700 56,646

為替差損益（△は益） △309,499 △45,536

持分法による投資損益（△は益） △36,463 5,087

有形固定資産売却損益（△は益） 45,453 △32,744

保険解約返戻金 △23,194 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,382,699 319,316

たな卸資産の増減額（△は増加） △177,022 △139,477

破産更生債権等の増減額（△は増加） △24 1,227

仕入債務の増減額（△は減少） △157,573 △337,169

未収入金の増減額（△は増加） △81,029 22,701

前渡金の増減額（△は増加） △169,169 242,980

未払費用の増減額（△は減少） △184,164 99,033

前受金の増減額（△は減少） 349,113 115,041

移転補償金 △166,760 －

工場移転費用 47,762 －

事業構造改善費用 258,957 －

その他 △44,175 △198,856

小計 1,351,339 593,602

利息及び配当金の受取額 8,386 8,467

利息の支払額 △60,762 △56,282

移転補償金の受取額 121,280 －

移転費用の支払額 △47,762 －

保険金の受取額 23,194 －

法人税等の支払額 △47,113 △54,322

法人税等の還付額 3,636 1,469

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,352,198 492,934

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △395,669 △342,074

有形固定資産の売却による収入 28,481 59,725

投資有価証券の取得による支出 △1,591 △1,225

定期預金の払戻による収入 200,000 －

関係会社株式の売却による収入 147,647 －

貸付けによる支出 － △3,318

貸付金の回収による収入 7,122 －

その他 △1,144 △31,507

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,153 △318,401
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年12月１日 
 至 平成25年５月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年12月１日 

 至 平成26年５月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △313,181 △58,979

長期借入れによる収入 － 898,620

長期借入金の返済による支出 △409,166 △380,779

社債の償還による支出 △10,000 △18,000

配当金の支払額 △57,352 △50,692

リース債務の返済による支出 △32,684 △48,719

セール・アンド・リースバックによる収入 － 19,657

その他 △17 △30

財務活動によるキャッシュ・フロー △822,403 361,076

現金及び現金同等物に係る換算差額 243,679 42,908

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 758,322 578,517

現金及び現金同等物の期首残高 2,493,585 3,716,611

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,251,908 ※  4,295,129
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（法定実効税率の変更等による影響） 

平成26年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が公布され、平成26年４月１日以

後に開始する連結会計年度より、復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、平成26年12月１日以後

開始する連結会計年度において解消が見込まれる一時差異等について、その繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は、38.0％から35.6％に変更されます。 

この税率の変更による影響は軽微であります。 

  

 １ 貸出コミットメント 

 当社グループは、運転資金及び事業投資資金の機動的、効率的な資金調達を行うことを目的に、金融機関７社と

の間で貸出コミットメント契約を締結しております。貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次の通りであ

ります。 

   

※２ 財務制限条項等 

前連結会計年度（平成25年11月30日） 

(1） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成20年３月26日、

借入極度額1,100,000千円、借入残高220,000千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に

抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成19年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(2） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月20日、借入残高174千アメリカドル（18,077千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(3） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成21年３月25日、借入残高174千アメリカドル（18,077千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成20年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

【注記事項】

（追加情報）

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成25年11月30日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成26年５月31日） 

貸出コミットメント総額 千円 2,250,000 千円 2,250,000

借入実行残高  1,100,000  1,100,000

差引額  1,150,000  1,150,000
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(4） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年２月18日、借入残高929千アメリカドル（96,079千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成21年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(5） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年４月28日、借入残高1,146千アメリカドル（118,593千円））には、下記の財務制限条項が

付されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があ

ります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成22年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(6） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成24年３月19日、

借入極度額1,150,000千円、借入残高－千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触

した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成23年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(7） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成24年４月３日、借入残高799千アメリカドル（82,722千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成23年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(8） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成25年９月25日、

借入極度額700,000千円、借入残高700,000千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵

触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成24年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 
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当第２四半期連結会計期間（平成26年５月31日） 

(1） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成20年３月26日、

借入極度額 千円、借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に

抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成19年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(2） 連結子会社である愛而泰可新材料（広州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年２月18日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成21年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（広州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(3） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成23年４月28日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成22年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(4） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成24年３月19日、

借入極度額 千円、借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触

した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成23年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(5） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成24年４月３日、借入残高 千アメリカドル（ 千円））には、下記の財務制限条項が付

されており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり

ます。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成23年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

1,100,000 110,000

672 69,033

929 95,445

1,150,000 －

692 71,072
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(6） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成25年９月25日、

借入極度額 千円、借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵

触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成24年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(7） 当社の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（契約日平成26年３月26日、

借入極度額 千円、借入残高 千円）には、下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵

触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があります。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末

日または平成25年11月期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以

上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における連結損益計算書の経常損益について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

(8） 連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司と東銀利市（香港）有限公司との金銭消費貸借契約

（契約日平成26年４月７日、借入残高 千中国元（ 千円））には、下記の財務制限条項が付され

ており、当該条項に抵触した場合は、契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性がありま

す。 

① 各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成25年11月期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維持する。 

② 各年度の決算期の末日における愛而泰可新材料（蘇州）有限公司の損益計算書の経常損益額と減価償却

実施額の単純合算額について、２期連続して損失を計上しない。 

また、その他の条項の主なものとして、担保提供資産、資産譲渡、出資維持等に一定の制限が設けられて

おります。 

  

 ３ 偶発債務 

当社は、連結子会社ALTECH ASIA PACIFIC CO.,LTDへの出資に関して、株式会社三井住友銀行の子会社である

SBCS Co.,Ltd及びSMSB Co.,Ltdの出資額等3,472千バーツ（11,078千円）（前連結会計年度は3,472千バーツ

（11,391千円））の保証を行っております。 

  

700,000 630,000

600,000 600,000

8,000 132,640
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※ 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額は次のとおりであります。 

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。 

  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日 至 平成25年５月31日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの 

該当事項はありません。 

  

（四半期連結損益計算書関係）

   
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成24年12月１日 
至  平成25年５月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年12月１日 
至  平成26年５月31日） 

給料手当 千円 396,556 千円 445,180

貸倒引当金繰入額  △3,762  △47

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

   
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成24年12月１日 
至  平成25年５月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年12月１日 
至  平成26年５月31日） 

現金及び預金勘定 千円 3,251,908 千円 4,195,589

取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 
 －  99,540

現金及び現金同等物  3,251,908  4,295,129

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年２月27日 

定時株主総会 
普通株式  57,275  3.00 平成24年11月30日 平成25年２月28日 資本剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年２月27日 

定時株主総会 
普通株式  51,440  3.00 平成25年11月30日 平成26年２月28日 資本剰余金 
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日 至 平成25年５月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△75,548千円には、セグメント間取引消去2,031千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△94,929千円および固定資産の調整額17,349千円が含まれております。全

社費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

当社および子会社の事業の構造改革に伴い、廃棄する予定の固定資産につき、帳簿価額を回収可能価額まで減

額して、減損損失を計上しております。なお、当該減損損失は事業構造改善費用に含めております。報告セグメ

ントごとの計上額は、「商社事業」セグメントで940千円、「その他の事業」セグメントで15,612千円となりま

す。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

      （単位：千円） 

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

商社事業 
プリフォーム

事業 
その他の 
事業 

計 

売上高             

外部顧客への売上高  4,119,734  2,172,905  698,269  6,990,909  －  6,990,909

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 5,824  6,051  16,462  28,338  △28,338  －

計  4,125,559  2,178,957  714,731  7,019,248  △28,338  6,990,909

セグメント利益又は損失（△）  180,305  △51,419  △16,387  112,498  △75,548  36,949
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年12月１日 至 平成26年５月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△84,016千円には、セグメント間取引消去2,585千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△103,937千円および固定資産の調整額17,336千円が含まれております。

全社費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

      （単位：千円） 

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

商社事業 
プリフォーム

事業 
その他の 
事業 

計 

売上高             

外部顧客への売上高  4,492,461  2,765,188  494,519  7,752,169  －  7,752,169

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 726  5,044  －  5,770  △5,770  －

計  4,493,188  2,770,232  494,519  7,757,940  △5,770  7,752,169

セグメント利益又は損失（△）  15,803  △5,494  56,583  66,892  △84,016  △17,123
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１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年12月１日 
至 平成25年５月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年12月１日 
至 平成26年５月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △0 38 円 銭 △2 87

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（千円）  △7,251  △49,222

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円）  △7,251  △49,222

普通株式の期中平均株式数（株）  19,091,715  17,146,772

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアルテック株式

会社の平成25年12月１日から平成26年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年３月１日から平

成26年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年12月１日から平成26年５月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アルテック株式会社及び連結子会社の平成26年５月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成26年７月11日

アルテック株式会社 

取締役会 御中 

東陽監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 鈴 木 裕 子  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 原 口 隆 志  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 菊 池 康 夫  印 

注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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